
水害抑止効果を具備した雨水活用住宅の実現可能性 

 
福岡大学工学部 学生員○安武諒太 正会員 渡辺亮一・浜田晃規 

福岡大学水循環・生態系再生研究所 非会員 角銅久美子 
 

 
1． はじめに 
近年，温暖化型豪雨と言われる短時間豪雨の発生

回数が増加している．気象庁のデータによると，1

日の降水量が 200㎜以上の大雨を観測した日数は

1930年から 30年間と直近の 30 年間を比べると約

1.6倍になると言う．また，1時間降水量 80㎜以上

の短時間豪雨の発生頻度は統計を開始した 1976年

から 10年間に比べて直近 10 年間で約 1.9倍に増加

していると言う．それに加え，農地や緑地が減少し

地面のほとんどがアスファルトやコンクリートに覆

われたため，雨水を貯留・浸透させる能力が低下し

ている．これにより，大量の雨水が一気に河川や，

下水管に流れ込むため河川氾濫，内水氾濫などの水

害の頻度が増加している．この失われた貯留・浸透

能力を取り戻すために各家庭，各地点で雨水を蓄え

て，生活用水の一部として使う，雨水活用を実践し

ていく必要があると考える．雨水活用は，水害対策

のみならず水道水を代替して使うことで二酸化炭素

排出量を減らすこと，つまり地球温暖化抑止にもつ

ながることから，これからの普及は欠かせないもの

となると考える． 

2． 研究の目的 

 本研究では，福岡市において渇水が発生した

1994年においても雨水のみで生活するには初期設

定満水率に対してどの程度のタンク容量が必要かを

明らかにする．また，そのタンク設置費用と将来価

値を見比べ，実現可能性についても調査する．さら

に，実現させるにはどういった取り組みを行えば普

及につながるかを考える． 

 また，水を作るプロセスにおいて，どれくらいの

CO2が排出されているのかを調べ，カーボンニュー

トラルへの貢献度を明らかにする． 

3． 研究手法 

 1994年の降水データは気象庁より参照し，研究 

 

の対象は 4人家族を想定し，1人１日当たり 250ℓ 

（4人で 1日 1000ℓ）使用するものとする．住宅の

屋根面積を 100㎡と 200㎡の 2パターンでシミュレーシ 

ョンを行い設定初期満水率に対する必要なタンクの

容量を求める．そのタンク設置にかかる費用を算出

し，2 ヵ月で 40 ㎥水道を使用した際の上水道料

金，下水道料金も算出する（上下水道ともに福岡市

の算出方法を用いる）．また，水道代替による削減

二酸化炭素排出量 X(t-CO2/㎥)は 

𝑋𝑋 =
年間電力消費量 × 二酸化炭素排出係数

年間配水量
 

で求まる．年間電力消費量(kWh）と年間配水量(㎥)

は水道統計より，二酸化炭素排出係数は九州電力よ

り参照する． 

4． シミュレーション方法 

 算定開始ｎ日目のタンク貯水量の残量𝑡𝑡𝑛𝑛（㎥）は 
𝑡𝑡𝑛𝑛 = 𝑡𝑡𝑛𝑛−1 + 𝑆𝑆𝑓𝑓 × 𝑅𝑅𝑎𝑎/1000 −𝑊𝑊𝑑𝑑/1000 

で求められる 1）． 
ここで，𝑆𝑆𝑓𝑓：雨水収集屋根面積（㎡） 
     𝑅𝑅𝑎𝑎：ｎ日目の降雨量（㎜） 

𝑊𝑊𝑑𝑑：一日の雨水利用可能量（L） 
𝑊𝑊𝑑𝑑は今回は 1000Ⅼで行い，シミュレーション期間

中(1994年にタンク貯水量が 0にならない最小の

𝑡𝑡𝑛𝑛−1つまり，初期満水率とタンク容量の積を求め

る．変化させる初期設定満水率に対する必要タンク

容量を求める． 

５．結果 

 まず，屋根面積 100 ㎡の場合，設定初期満水率を

0.4から 0.7 の間で 100分の 1毎にシミュレーショ

ンした結果，必要タンク容量は 415 ㎥から 268㎥と

なった．次に，屋根面積 200 ㎡の場合，設定初期満

水率を 0.3から 0.6の間で 100分の 1毎にシミュレ

ーションした結果，必要タンク容量は 256 ㎥から

150㎥となった．タンクの設置は敷地面積を 200 ㎡

として，屋根面積 100 ㎡の場合，敷地いっぱいの広

さに対して深さを変化させる地下に設置する(図-

1)．地下に設置することで家の基礎をかねることが
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できる．タンクをコンクリートで作る場合，1 ㎥あ

たり約 11万円であるので，タンク設置にかかる費

用は屋根面積 100㎡の場合，約 4565万円から 2948

万円，屋根面積 200㎡の場合，約 2816 万円から

1650万円となった．1 年あたりの水道料金は 40260

円，下水道料金は 31812円，また，水道水代替によ

り削減可能な CO2排出量は約 22482(g-CO2/年)とな

った． 

 

-1 理想雨水住宅モデル図 

6． 考察 

 上水道料金はタンク設置後かからないため将来価

値の一つとなり，水害抑止への貢献，カーボンニュ

ートラルへの取り組みの一環であることから下水道

料金もかからないとすると将来価値の一つとしてみ

なせる．また，福岡市が行っている「博多湾ブルー

カーボン・オフセット制度」のような取り組みを雨

水活用においても行えば二酸化炭素 1t 当たり 8800

円で取引され，これも将来価値の一つとしてみなせ

る．すでに，高知県においては「排出削減クレジッ

ト」として，1t 当たり 7700 円で取引されているこ

れらを例に将来価値の総和は 1年あたり 72264円．

20 年で 1,445,279円，30年で 2,167,918 円とな

る．ヨーロッパでは 2005年から排出量取引制度

(ETS(Emission Trading Scheme))を導入しておりこ

れは，一定の税率ではなく排出枠の需給バランスに

より市場で価格が変動するというものであるが，こ

こ数年でその価値が大幅に上昇していることが図-2

のグラフから読み取れる．こういった取り組みは地

球温暖化を抑止するために今後拡大される必要があ

ると考えます．カーボンクレジットの価値は今後上

がっていくのではないかと考えられるが，現状，タ

ンク設置費用と見比べてもその差は大きく，広い普

及は難しいように思える．だが，415㎥～150 ㎥つ

まり，415tから 150tの雨水を 1家庭が貯留でき

る．これは，100(㎜/h)の雨で家の敷地が 200㎡と

すると約 20 時間～7時間この雨が降り続いても下

水管への流失はないことがわかる(はじめ，タンク

内に水がほぼないものとする)．浸透，貯留能力の

低下がみられる現在，これだけの水量を貯留するこ

とは水害抑止に貢献していると考えられる．この水

害抑止効果を加味した補助金制度を国や自治体が積

極的に取り入れることで，より広い普及へとつなが

るのではいかと考えられる． 

 
-2 EU-ETSの取引価格の推移（日本貿易振興機構より） 
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